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基本目標１ 子どもや若者の未来を創るまち 

1-1 子どもを産み育てやすいまちづくりの重点事業 

 

１【継続拡充】産後ケア事業（健康増進課）        事業費３，１８４千円 

   出産後間もない母親の身体的休息、リフレッシュを目的に二本松病院において

デイケア（日帰り）事業を行う。 

   平成３１年度より宿泊ケア事業（ショートステイ）を開始する。 

 

２【継続】不妊治療費助成事業（健康増進課）      事業費９，０００千円 

子どもを持つことを希望しながら妊娠しない夫婦の特定不妊治療および一般

不妊治療に要する費用の一部を助成し経済的負担を軽減する。なお、男性の不

妊治療についても対象。（妻の年齢が４３歳未満を対象とする。） 

   助成金額……治療１回につき１５万円以内、年２回まで。一般不妊治療は、年

間１５万円を上限とする（回数は問わない）。 

   助成期間……通算５年、延１０回限度 

 

３【継続】妊婦健康診査事業（健康増進課）      事業費４７，２０７千円 

   出産までの１５回分の妊婦健診及び産後１か月健診の費用助成を行う。 

 

４【継続】出産時交通費助成事業（健康増進課）     事業費１，１００千円 

   市内で出産できる医療機関がなく、市外での出産を余儀なくされている状況を

踏まえ、セーフティネットとして出産時のタクシー利用について助成する。 

  ・助成対象 市内に住所を有する妊産婦 

  ・内  容 ①出産時、自宅等から県内医療機関までのタクシー料金（実費） 

        ②退院時に出産医療機関から自宅等までのタクシー料金（実費） 

        ※出産・退院時とも、利用しなかった各利用券を市に返却すること

により、ガソリン給油券（１，０００円×２回分）を支給する。 

 

５【継続】産科医師確保対策事業（健康増進課）    事業費５７，６００千円 

安心して子どもを産み育てることができるよう産科・小児科医を確保するた

め、研究費等助成及び修学資金貸与を行う。 

    医師研究費等助成 市内公的医療機関に勤務する医師に対し研究費として

月額３０万円を助成する。 

    修学資金貸与 将来市内公的医療機関において勤務する意思のある医学生

に対し修学資金（学費、生活費相当額）を貸与する。一定期間、市内公

的医療機関において勤務した場合は返還免除とする。 

国公立大学 １～３年次 月額２０万円（上限） 

       ４～６年次 月額４０万円（上限） 

私立大学  月額１００万円（上限） 
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６【継続】保育料減免等（子育て支援課）         ７５，８１６千円 

   保育所、認定こども園、幼稚園保育料の減免、助成 

  ・第１子   １号認定   市民税所得割額非課税世帯は無料 

         ２・３号認定 市民税所得割額 48,600円以下の世帯は無料 

                それ以外の世帯は月５千円の助成 

  ・第２子以降 保育料無料（※事業所内保育所を除く） 

  ※平成３１年１０月より３～５歳の幼児教育無償化開始予定 

 

７【新規】病後児保育事業（子育て支援課）      事業費１１，２４７千円 

   病後児（病気等の回復期にある子ども）の保育施設を開設する予定の学校法人

まゆみ学園に対し、その経費を補助する（国 1/3 県 1/3 市 1/3）。認定こども園

まゆみぷらす（油井字石倉）敷地内に開設予定。 

   

８【継続】保育士宿舎借り上げ支援事業（子育て支援課） 事業費７，３８０千円  

私立の保育所等設置者が、市内において借り上げる保育士の宿舎の費用を助成

する。採用されてから５年以内の保育士を対象とし、月額最大８万２千円、最長

５年間助成する。費用負担（国 1/2 市 1/4 設置者 1/4） 

 

９【継続拡充】延長保育促進事業（子育て支援課）   事業費１４，４６８千円 

   私立認可保育所等がおこなう延長保育事業に対し助成する。助成額は延長時間、

施設規模等により定額（１３４万～３０万）を補助する。 

   平成３１年度より二本松地区に私立認可保育所が開設されることにより補助

対象施設を追加する。 

 

10【継続拡充】学童保育事業（子育て支援課）    事業費１５５，１９７千円 

   直営及び社会福祉協議会、ふくしまグリーンキャンバス等に委託し実施する。 

  ○新平成３１年度よりふくしまグリーンキャンバスに委託している木みどりクラ

ブ（油井小学校区）の定員を２０人から３０人に拡大するため、その改修に

係る経費を助成する。 
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1-2 学校と家庭、地域と連携した子供の教育環境整備の重点事業 
 

１【継続】高等学校通学費助成(教育総務課)       事業費５，５００千円 

   最寄りの駅又は学校までの道のりが１０km以上ある生徒の保護者に対し通学 

費の一部（年額２万５千円）を支給する。 

 

２【継続】元気な児童生徒育成支援事業（学校教育課） 

   冬季スキー体験教室を実施する。 

   ・小学校費（４年、５年、６年生を対象）  １２，０８６千円   

   ・中学校費（１年生を対象）         ４，７６３千円 

 

３【新規】学校ＩＣＴ環境整備事業（学校教育課）   事業費２３，８２４千円 

児童、生徒の情報活用能力を育成するため、市内各小中学校普通教室に電子黒

板を年次計画により整備する。 

 

４【新規】油井小学校校舎増築実施設計業務（教育総務課）事業費１９，６９４千円 

油井地区の児童増加が見込まれるため、校舎の増築を進める。平成３３年度か

ら供用開始予定。 

 

    

1-3 若者の定住促進の重点事業 

 

１【見直し】定住促進住宅取得支援事業（秘書政策課） 事業費７，２００千円 

  ・市内定住者への支援               

  市内に自己の居住のための住宅の新築又は新築された住宅を購入する４０

歳未満の者で、夫婦又は子供を養育している２人以上の世帯に対して、奨励金

の支給を行う。 

助成金額……１件当たり３６万円に統一（市内業者による建築に限る）。市外

からの移住者が土地の購入を含む住宅新築又は購入の場合に支給し

ていた加算額は廃止。 

 

２【継続】３世代同居住宅改修支援事業（秘書政策課） 事業費７，２００千円 

新婚世帯に限らず、３世代同居のために住宅改修を行う場合、改修費の一部を

助成することによって、３世代同居を応援する（市内業者に限る）。 

助成額････補助率１/２ １件当たり上限額３６万円 

  

３【継続】移住者空き家改修費等補助金（秘書政策課）  事業費２，５００千円 

   移住者の空き家改修等に対して助成し、移住者の支援を行う。 
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   補助率１/２ １件当たり上限額５００千円 

  

４【継続】大卒者等定住促進奨励金（秘書政策課）    事業費３，０００千円 

   Ｕ・Ｉ・Ｊターンを推進するため、奨学金を利用した大卒者等が市内に就職し

て定住する場合、一人当たり３０万円を支給する。 

 

５【継続】来てにほんまつ住宅取得支援事業補助金（秘書政策課） 

 事業費８，０００千円 

   県外から市内に住宅を取得する移住者に対して、市補助額７０万円に県補助

（市補助額と同額）７０万円を上乗せして１４０万円を補助する。なお、新婚世

帯や子育て世帯等にはさらに上乗せし、最大２００万円まで補助する。 

 

1-4 暮らしやすいまちづくりの重点事業 

 

１【継続 拡充】交通対策事業（秘書政策課）   事業費２７６，４４１千円 

   【拡充】コミュニティバス運行業務委託      １２２，８０７千円  

安達地域～二本松駅コースを設ける 

   ・デマンド型タクシー運行業務委託         ３１，６４２千円 

   ・生活路線バス運行等補助            １１０，２２９千円 

   ○新タクシー助成実証実験事業            ７，５００千円  

    ７５歳以上の方のタクシー運賃について、一回あたり３００円を助成する事

業を２か月間、実験的に実施し、その結果を検証の上、事業実施について検討

を行う（対象経費は県補助 10/10）。 

 

２【継続】二本松駅南地区整備事業（都市計画課）   事業費４１，６０３千円 

二本松駅南口広場の整備と、広場から向原上竹線に通じる道路の整備を進める。    

・物件調査等業務委託 １１，５００千円 

・道路工事請負費   ３０，０００千円      ほか 

 

 

３【継続】杉田駅周辺整備事業（都市計画課）    事業費２２２，６２１千円 

 杉田駅前、長命地区におけるまちづくり関連事業を施工する。 

   ・長命１号線等道路改良工事      １８８，０００千円 

   ・用地取得費              ２０，６６４千円 

   ・物件補償               １３，５００千円 ほか 

 （関連事業）  

  駄子内・反田線整備事業（土木課）    事業費１４８，０００千円 
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４【継続】安達駅西地区整備事業（都市計画課）    事業費３１５，６１４千円 

   安達駅東地区と西地区の均衡ある発展を図り、魅力ある街区の形成と良好な居

住環境の整備を推進する。 

・物件調査委託業務     １６，０２０千円 

   ・用地取得費        ４９，５００千円 

   ・物件補償費       ２５０，０００千円 ほか 

 

     

５【継続】長命工業団地造成事業（商工課）      事業費３４７，６３４千円 

   主な事業費 

・用地造成費（２カ年事業２年目）  ３２４，７４９千円 

・測量登記業務委託          １０，８８５千円 ほか 
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基本目標２ 郷土愛にあふれ活力と賑わいのあるまち 

2-1 観光・交流事業等の重点事業 

 

１【継続】日本一の桜の郷二本松推進事業（観光課）    
全国さくらシンポジウムを４／１１、４／１２に開催する。 

シンポジウム実行委員会補助    １，５００千円 

 
２【継続 新規】インバウンド誘客促進事業（観光課） 事業費２０，８１７千円 

    ○新体験型観光商品ブラッシュアップ・連携強化事業 １０，０００千円 

 体験型観光商品を整備し、それらを活用したツアー商品等の開発、プロモー

ションを行い、インバウンド誘客を図る（東北観光復興交付金 8/10 復興特

別交付税 2/10）。 

○新キャッシュレス決済実証事業           ５，０００千円 

 岳温泉エリアにおいて実施し、インバウンド客の消費向上を図る（東北観光

復興交付金 8/10 復興特別交付税 2/10）。 

  ・多言語版ガイドブック等作成           １，７８２千円 

     ・海外宣伝強化事業等               ４，０３５千円  

 

３【継続 新規】ＤＭＯ推進事業（観光課）       事業費３６，２７０千円 

    ・ＤＭＯ運営補助             １８，０００千円 

    ・観光ＰＲ隊（二本松少年隊）運営      ５，４０３千円 

    ・二本松駅観光案内所運営          ３，２６７千円 

○新エクストリームスポーツ福島創造事業    ９，４００千円 ほか 

    アクティブパーク、猪苗代のジェットスキー、浜通りのサーフィン等県内に

点在するエクストリームスポーツの拠点を広域的に連携させ、二本松市を拠点

とした体験型観光商品の開発をＤＭＯと連携して進める（地方創生推進交付金

1/2 復興特別交付税 1/2）。 

 

４【新規】温泉地観光施設整備事業（観光課）       事業費９，２２３千円 

   温泉街の賑わいづくりのため、イベント広場等の整備を行う。 

    ・実施設計委託          ９，２１１千円 

 

５【継続】二本松城跡総合整備事業（都市計画課） 継続事業２年目 

二本松城跡前において、市の文化・歴史・観光拠点となる施設の整備を行う。

全体事業費１，６７５，４８６千円 ２年目事業費 ８２４，４４０千円     

    ・展示制作委託         ９１，８３６千円 

    ・ＶＲ制作委託          ８，１６４千円 

    ・施設新築工事        ５６４，０００千円 
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    ・工事監理業務         ３７，７０４千円  

    ・発掘調査等業務        ７５，５１９千円  

・用地取得費          １８，７０４千円 ほか 

 

６【新規】安達ヶ原ふるさと村公園整備（都市計画課） 事業費９８，８６６千円 

   園内に大型遊戯施設（ふわふわドーム）の設置を行う。 

・実施設計業務         ８，５００千円 

    ・設置工事          ９０，３６６千円 

 

７【新規】二本松城跡三の丸御殿復元資料調査業務（文化課）事業費３，０００千円 

   三ノ丸御殿復元に向けた資料収集及び調査を行う。 

 

８【新規】大山忠作美術館開館１０周年特別企画展「新五星山展」開催（文化課） 

 事業費 ７，２８８千円 

   平成３１年度に開館１０周年を迎えるため、これを記念して平成３１年１０月

１３日～１１月１７日までの日程で特別企画展「新五星山展」を開催する。 

   展示予定 「大山忠作」、「杉山寧」、「山口蓬春」、「横山大観」、「横山操」 

 約３０点の展示 

 

 

2-2 商工業振興事業の重点事業 

 

１【継続】店舗等施設整備事業補助（店舗等リニューアル補助金）（商工課） 

店舗等の改修等及び店舗と一体となって機能する備品の購入に対し補助金を

交付する。（補助率 1/2 上限額５００千円）１５，０００千円 

・繁盛店づくり支援事業 

ホームページ・ネットショップ等開設、アドバイザー派遣、商品開発、販路拡

大等ソフト面の充実にかかる経費に対し補助金を交付する。 

（補助率 1/2 上限額３００千円）   ３，０００千円 

 

２【継続】企業育成と創業支援による雇用創出、雇用確保及び経済活性化（商工課） 

 

（１）事業所等人材育成補助              事業費１，０００千円 

市内事業所が従業員等の資質の向上、能力開発、技術力向上又は企業経営に必

要な知識の習得を目的とした研修を行う際の経費を補助する。 

  

（２）○新事業所向け働きやすい環境づくりセミナーの開催（商工課）  

事業費６２４千円 

   早期離職防止を図るための対策等について、経営者、総務担当者向けのセミナ

ーを開催する。 
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（３）創業支援空き店舗活用事業補助         事業費１１，４００千円 

 

 

（４）創業支援融資資金利子補給補助           事業費１，０００千円 

１年間の利子分を全額補助する。（利率２％まで） 

10,000 千円（想定）×2％×5 件＝1,000 千円 

  ※ただし、対象融資額 20,000 千円まで 

 ・対象となる融資 

  県起業家支援保証融資、株式会社日本政策金融公庫国民生活事業における創

業向け融資、また同様の条件に準ずる市内金融機関が実施する融資制度 

 ・補助期間は 1 年間、なお商業まちづくり基本構想で定める誘導地区は 2 年間 

 

（５）創業支援事業者補助                事業費１，０００千円 

二本松市創業支援事業計画に基づき、市内の支援機関が実施する創業支援事業

に対し補助金を交付する。 

① 二本松商工会議所・あだたら商工会、市内金融機関（二本松信用金庫、福島銀

行）が実施する事業も対象とする。 

② 講師謝金、旅費、印刷製本費、広告宣伝費、事務費等 

 

 

2-3 農業担い手育成等の重点事業 

 

１【新規】（仮称）二本松農業未来戦略会議の設置（農業振興課）事業費５０６千円 

   本市の農業について、農業従事者等による自由闊達な意見交換の場を設け、本

市の課題を抽出し、今後の農業施策に反映させるため、（仮称）二本松農業未来

戦略会議を設置する。 

 

２【継続】地域担い手育成総合支援事業（農業振興課）  事業費２１，２３３千円 

    ・認定農業者育成事業補助  １５，０００千円 

    ・農業機械保守点検等補助   ４，０００千円 ほか 

     農業機械（コンバイン）の保守等に係る費用の内、１台当たり４万円を補

助する。 

 

① 空き店舗改修費等補助 2,000 千円×3 件＝6,000 千円 

・補助率 2/3（上限 2,000 千円）  

② 空き店舗賃借料補助 100 千円×12 か月×3 件＝3,600 千円 

・補助率 2/3（上限 100 千円/月）・補助期間は 1 年間  

③創業者住居賃借料 50 千円×12 か月×3 件＝1,800 千円 

 ・補助率 2/3（上限 50 千円/月）・補助期間は 1 年間 ・市外からの転入者のみ 
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３【継続】農業６次産業化推進事業（農業振興課）     事業費９，９５６千円 

    ・農業者育成研修補助      １，０００千円 

    ・農業施設整備補助金      ６，０００千円 

    ・６次産業化のための加工機械、商品ＰＲ経費の助成 ２，０００千円 

     加工機械整備・・・補助率１／２（補助額１５０万円を上限とする） 

     開業支援（パッケージ開発、商品ＰＲ経費等）・・補助率１／２（補助額

５０万円を上限とする。） 

 

４【継続】新規就農者支援事業（農業振興課）     事業費１３，６２５千円 

     ・新規就農者研修支援事業補助         ６，９５０千円 

     ・農業次世代人材投資資金（旧青年就農給付金） ６，０００千円 

     ・新規就農者相談業務等              ６３８千円ほか 

 

５【新規】狩猟免許等取得者支援事業（農業振興課）     事業費１８３千円 

   鳥獣被害対策実施隊の担い手確保のため、新たに狩猟免許等を取得し実施隊員

となる者に対し免許取得に係る経費の一部を助成する。 

   ・対象免許  第１種銃猟免許、鉄砲所持許可、わな猟免許 

   ・補助率   免許等取得費の 1/2以内    

 

2-4特性を活かした地域づくりの重点事業 

 

１【継続】地域おこし協力隊員（秘書政策課） 

  地域おこしのために、都会などから協力隊員を募集し、地域おこしを推進する。 

（岩代地域、東和地域に各２名）地域において週２９時間活動する。 

・隊員報酬 一人２，０００千円×４名         ８，０００千円  

（安達地域） 

・上川崎和紙づくり隊員受け入れに係る業務委託 

     一人２，０００千円×２名 ４，０００千円 

（二本松地域）（観光課） 

・岳温泉観光協会等   一人２，０００千円×２名 ４，０００千円 

  ・市内観光情報発信  一人２，０００千円×１名 ２，０００千円 

 

２【継続】集落支援員（秘書政策課） 

   地域の中から人材を発掘し、地域内の諸問題の解決や地域資源を活用した地域

づくりを行うため支援員を設置する。（過疎地域におけるモデル事業） 

  （安達、岩代、東和地域に各３名）地域において週２９時間活動する。 

   支援員報酬 一人２，０００千円×９名       １８，０００千円 

 

３【継続】市民との協働による地域づくり推進事業（秘書政策課） 

事業費４０，０００千円（25 年度 20,000 千円、26 年度～40,000 千円） 

    人口割、基本割、ハード・ソフト割を設定して各地区に配分する。 
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基本目標３ いつまでも元気で生きがいのもてるまち 

3-1健康寿命延伸・生涯学習環境整備の重点事業 

 

１【新規】「日本一の健幸長寿都市・二本松」  ～ １５ページ 参照 ～ 

 

主な関連事業 

（１）【新規】高齢者公共交通運賃無料化事業（高齢福祉課） 

  事業費１４，８５３千円 

    ７５歳以上の高齢者の公共交通（路線バス、コミュバス、デマンドタクシー、

ようたすカー）運賃の無料化を実施する。 

  

（２）【新規】アクティブシニア支援機材等購入費補助（高齢福祉課） 

事業費１，７００千円 

    多様な健康活動（生涯学習・スポーツ、健康体操、歌唱、舞踊など）を行う

シニア層団体に対し、必要な機材の購入費等を助成する。 

 

 （３）【継続 拡充】認知症高齢者見守り事業（高齢福祉課） 

   事業費１９，５３６千円 

   ・認知症地域支援推進員業務委託    １６，５００千円 

○新認知症高齢者ＱＲコード配布 ３３０千円 ほか 

    認知症高齢者の行方不明の未然防止のため、希望者にＱＲコードを配付する。 

  

（４）【継続 見直し】生活習慣病予防事業（健康増進課）   

事業費１０７，３１５千円  

 【見直し】検診実施方法等の見直し 

・施設検診の開始時期を８月から６月に前倒し 

・受診録の施設検診と集団検診との一本化 

【継続】 

 ・検診 

乳がん、子宮がん、胃がん、大腸がん、肺がん、前立腺がん、肝炎、 

骨粗鬆症 

 ※ 骨粗鬆症は集団検診のみ、それ以外は施設検診と集団検診 

・健康教育 

生活習慣病予防、がん予防、糖尿病予防、禁煙教室等  

・健康相談・定例健康相談 

各保健センター毎月第 1・3 月曜日(保健師、栄養士、歯科衛生士） 

・人間ドック検診    

30歳から 65 歳までの 5歳ごと、及び 68 歳 

自己負担：一律 24,000円(市助成額：最大 18,120円) 
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 （５）【拡充】保健師による特定保健指導活動等の充実（健康増進課・国保年金課） 

    市保健師による特定保健指導の実施、健診相談会の拡充等、検診実施後のア

フターフォローの充実を図る。 

 

（６）【継続】健康づくり推進事業（健康増進課）   事業費１，８８３千円 

    栄養士、健康推進員による食事の減塩等の普及、啓発 

  

（７）【継続】健康マイレージ関連事業（健康増進課・国保年金課） 

    事業費６４８千円   

     福島県が実施する健康マイレージ事業（「ふくしま健民パスポート事業」）及

び国保被保険者に対する国保健康マイレージ事業を推進する。 

 

（８）【継続】介護予防普及啓発事業（高齢福祉課）     

事業費９，４５８千円 

介護予防の基本的な知識の普及啓発を行うほか、「いきいき百歳体操」の普及

啓発や各種の介護予防教室を実施し、高齢者の健康維持を図る。 

 

（９）【継続】温泉等利用健康増進事業（高齢福祉課）    

事業費３２，８４３千円 

高齢者の健康増進、閉じこもりの解消を図るため、温泉等施設を利用する際 

の費用の一部助成を行う。 

  

２【継続 新規】運動・体力づくりの環境整備（生涯学習課）  

・市民プール管理運営経費       

   指定管理委託料 ８９，８００千円（株式会社フクシ・エンタープライズ） 

  ○新地域グラウンド修繕整備（郭内、安達運動場）    

   グラウンドとして使用再開するにあたり設備等の修繕を行う。 

   ・郭内グラウンド防球ネット等修繕  ４２，３２２千円   

   ・安達運動場バックネット等修繕   ７，６１２千円  

  ○新パークゴルフ場整備事業          

スカイピアあだたら敷地内にパークゴルフ場を整備するため、調査業務費を

計上する。事業費 １０，０００千円 
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基本目標４ 助け合い、支え合い、安全に安心して暮らせるまち 

4-1放射能除染・健康管理対策の重点事業 

 

１【継続】放射能除染事業（生活環境課）     事業費４，４１５，８４８千円 

仮置場撤去、移送業務等を行う。  

   ・仮置場撤去     ２５０，０００千円 

   ・積込場運営費    １５０，０００千円 

   ・積込場移送   ３，８００，０００千円 ほか  

 

２【継続】ホールボディカウンターによる内部被ばく線量測定事業（健康増進課）  

 事業費２８，１７２千円 

    主な内容 ・アドバイザー、データ分析謝礼 

         ・被ばく調査通知 

         ・臨時職員賃金（放射線技師、事務員）ほか 

 

３【継続】ガラスバッチによる積算放射線量調査事業（健康増進課）         

事業費２０，７１０千円 

    主な内容 ・データ分析料 

         ・線量計送付回収業務委託 

    対象者：   ① 中学生以下の子ども全員 

② 高校生から２０歳までの全員 

③ 妊婦全員 

④ 上記以外の希望する市民全員  

 

４【継続】水田原発事故対策事業（農業振興課）     事業費５５，３２５千円 

   ・水稲吸収抑制対策     ４９，３２５千円 

   ・対策に係る事務経費助成   ６，０００千円 

   

５【継続】米全袋検査事業（（農業振興課）       事業費５０，０００千円 

   安全安心なコメの生産を確保するため、地域農業再生協議会が実施する全袋検

査事業を支援する。（協議会運営費用貸付金）  

 

６【継続】畜産原発事故対策事業（農業振興課）    事業費１５５，５００千円 

・草地土壌調査等   ６，０００千円 

・草地保全管理   ３９，０００千円 



                                  

13 

 

・草地更新     ５０，０００千円 

・牧草吸収抑制対策 ６０，５００千円 

 

７【継続】ふくしま森林再生事業（農業振興課）    事業費１００，０００千円 

森林の有する多面的機能を保持しながら、放射性物質の低減及び拡散防止を図

り森林を再生する。 

 ・茂原財産区、川口地区年度別実施計画策定 ２５，０００千円 

・茂原財産区、観音丘陵整備業務         

   総合管理業務委託              １３，２００千円 

   放射性物質対策分              ４３，８００千円 

森林整備等業務委託             １８，０００千円 

 

８【継続】ため池等放射性物質対策事業（農業振興課） 事業費４６２，０００千円 

 農業用ため池の放射性物質による汚染状況を調査し、農地等への流入防止や 

ため池管理上の支障等を低減する。 

  ・調査業務委託（詳細調査）          １０，０００千円 

  ・実施設計業務委託             １４０，０００千円 

・ため池等放射性物質対策業務委託      ３００，０００千円 

・工事設計管理業務委託            １２，０００千円 

 

９【継続】道路等側溝堆積物撤去事業（土木課）    事業費３９０，０００千円 

   道路側溝等の堆積物撤去処理を行う。経費の１／２については福島再生加速化

交付金対象であり、残りの１／２については復興特別交付税対象。 
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その他 

  

１【新規】各種計画策定業務（秘書政策課）       事業費１０，９８９千円 

  次期総合計画及び過疎地域自立促進計画の策定を平成３１年度から２カ年事業

にて進める。 

 

２【新規】ハノーバー町友好都市締結２０周年記念事業（秘書政策課）   

事業費６，６１０千円 

  ハノーバー町との友好都市締結２０周年を記念し、ハノーバー町要人を当市に招

致する。 


